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研究結果概要 

 身体疾患（あるいは内部障害）を有する就労者が治療を継続しつつ、事業場側で健康状

態に応じた配慮を受け、治療と仕事の両立の支援がなされるためには、主治医から事業主

または担当者（産業医を含む）に対して、病状や治療状況、業務上の注意などについて情

報や意見が提供される必要がある。身体疾患の種類と事業場側の状況を勘案した、治療と

仕事を両立するための主治医と事業場間での情報交換のあり方とその有効性に関する評

価・検討を行うとともに、主治医、事業場（産業医等）、患者（就労者）の３者が関わる「両

立支援システム」の提言およびそれを可能とする「両立支援パス」の開発を目的とした研

究を実施することにした。 

研究の実施に当たっては、疾患群として、急性期治療と急性期リハビリを経て、退院後も

通院治療が必要な疾病であり、職場復帰後もリハビリを含む治療継続が必要であるという

共通点を持つとともに、治療状況や心理状態が就労に大きく影響する「がん」、心肺機能や

治療内容が就労に大きく影響する「循環器疾患」、四肢の運動機能が影響する「脳卒中・骨

関節疾患」を対象とした。一方、事業場側の要因として、規模によって産業医の選任等の

健康管理体制に大きな差異が生じるため、健康管理体制（企業規模）ごとに、主治医に求

める情報の内容等について検討することとした。 

 ３年間の研究の１年目として平成 26年度は、以下の研究を行った。 

１． 身体疾患患者の就労継続に与える就労上および治療上の要因に関して、疾患群ごとの

文献調査 

２． 事業場において就労支援を行う上で必要な治療状況等の情報および就労配慮を行う

上で障害となる要因に関するインタビュー調査のうち、専属産業医調査および嘱託産

業医（労働衛生機関医調査） 

３． 事業場での就労支援に際して、主治医が提供すべき情報および情報提供において必要



な就労実態等に関する情報に関する検討を行うための疾患群ごとの専門医を対象と

してインタビュー調査 

４． プライバシーへの配慮等の倫理的事項の検討 

 その結果、身体障害者の就労支援等に関して比較的豊富な知見のある脳卒中・骨関節疾

患を除き、文献上の知見は非常に限られたものであった。その中でも、就労復帰を阻害す

る属性等に関する文献に比べて、具体的な阻害要因とそれを解決するための就労支援に関

する情報が不足していた。しかし、限られた知見であっても、文献検索の結果、就労支援

においては病状や症状と職場環境等の条件に柔軟（Flexible）に対応することの重要性が強

調されていた。これは、多様な病態と多様な職場環境の中における支援においては、当然

のことと考えられる。しかし、職場で柔軟な対応を行う際には、就労支援を適切に行うた

めの情報と、業務の多様性等の就労配慮の余地が必要となる。 

就労支援を行うために必要な情報のうち、当該労働者の健康状態や治療状況に関する情報

は、主治医から提供されることになるが、情報の提供に当たっては倫理的課題やコミュニ

ケーション上の課題が明らかになった。一方、産業医側の調査では、情報を入手した理由

や就労配慮を行う上で具体的に確認した事項を明確にした情報提供依頼状を、本人を通じ

て主治医に送ることによって円滑に情報を入手している事例などが聴取された。また、就

労配慮を行おうとする際、事業場の規模は、産業医等の専門職の関与が得られるか、およ

び配置転換や職務内容の変更などの就労配慮の余地に大きく影響すると考えられた。  


